
JP 4635873 B2 2011.2.23

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式［１］で表されるユニットおよび下記一般式［５］で表されるアミノ基を有
するユニットを有する共重合体を含んでなることを特徴とする有機電界発光素子用材料。
一般式［１］：

（式中、Ａは、＞ＣＨ－ＣＨ2－基を表し、Ｂは、ハロゲン原子、アルキル基、アルコキ
シ基、チオアルコキシ基、シアノ基、アミノ基、モノまたはジ置換アミノ基（置換基は、
メチル基、エチル基、プロピル基、フェニル基、アセトキシメチル基、アセトキシエチル
基、アセトキシプロピル基、アセトキシブチル基、またはベンジル基である。）、水酸基
、メルカプト基、アリールオキシ基、アリールチオ基、アリール基またはヘテロアリール
基で置換されたもしくは未置換のアリーレン基およびハロゲン原子、アルキル基、アルコ
キシ基、チオアルコキシ基、シアノ基、アミノ基、モノまたはジ置換アミノ基（置換基は
、メチル基、エチル基、プロピル基、フェニル基、アセトキシメチル基、アセトキシエチ
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ル基、アセトキシプロピル基、アセトキシブチル基、またはベンジル基である。）、水酸
基、メルカプト基、アリールオキシ基、アリールチオ基、アリール基またはヘテロアリー
ル基で置換されたもしくは未置換のヘテロアリーレン基からなる群より選ばれた二以上の
基が共役的に結合されて形成されてなる２価の有機残基を表し、Ｃは下記一般式［２］で
表される一価の有機残基を表す。）
一般式［２］：

（式中、Ｒ1～Ｒ7は、結合部位、水素原子もしくはハロゲン原子、アルキル基、アルコキ
シ基、チオアルコキシ基、シアノ基、アミノ基、モノまたはジ置換アミノ基（置換基は、
メチル基、エチル基、プロピル基、フェニル基、アセトキシメチル基、アセトキシエチル
基、アセトキシプロピル基、アセトキシブチル基、またはベンジル基である。）、水酸基
、メルカプト基、アリールオキシ基、アリールチオ基、アリール基またはヘテロアリール
基を表し、Ｘは、直接結合、－Ｏ－、－Ｓ－、－Ｓｅ－、－ＮＨ－、－ＮＲ8－（Ｒ8はア
ルキル基またはアリール基を表す。）、－Ｓ（＝Ｏ）2－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－Ｏ
ＣＯ－、－ＣＨ2－を示し、Ｒ1～Ｒ7は互いに結合してアリール環を形成しても良く、さ
らにそのアリール環にハロゲン原子、アルキル基、アルコキシ基、チオアルコキシ基、シ
アノ基、アミノ基、モノまたはジ置換アミノ基（置換基は、メチル基、エチル基、プロピ
ル基、フェニル基、アセトキシメチル基、アセトキシエチル基、アセトキシプロピル基、
アセトキシブチル基、またはベンジル基である。）、水酸基、メルカプト基、アリールオ
キシ基、アリールチオ基、アリール基またはヘテロアリール基からなる置換基を有しても
良い。）
一般式［５］：

（式中、Ｄは、ハロゲン原子、アルキル基、アルコキシ基、チオアルコキシ基、シアノ基
、アミノ基、モノまたはジ置換アミノ基（置換基は、メチル基、エチル基、プロピル基、
フェニル基、アセトキシメチル基、アセトキシエチル基、アセトキシプロピル基、アセト
キシブチル基、またはベンジル基である。）、水酸基、メルカプト基、アリールオキシ基
、アリールチオ基、アリール基またはヘテロアリール基で置換されたまたは未置換の、ア
リーレン基またはヘテロアリーレン基からなる群より選ばれてなる２価の有機残基、また
は、前記置換もしくは未置換のアリーレン基と前記置換もしくは未置換のヘテロアリーレ
ン基とエテニレン基とからなる群より選ばれた二以上の基が結合して形成されてなる２価
の有機残基を表す。ただし、エテニレン基が選ばれる場合は、該エテニレン基は、アリー
レン基および／またはヘテロアリーレン基の間の基とされる。ＬおよびＭは、ハロゲン原
子、アルキル基、アルコキシ基、チオアルコキシ基、シアノ基、アミノ基、モノまたはジ
置換アミノ基（置換基は、メチル基、エチル基、プロピル基、フェニル基、アセトキシメ
チル基、アセトキシエチル基、アセトキシプロピル基、アセトキシブチル基、またはベン
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ジル基である。）、水酸基、メルカプト基、アリールオキシ基、アリールチオ基、アリー
ル基またはヘテロアリール基で置換されたまたは未置換の、アリール基またはヘテロアリ
ール基を表し、Ｇは、＞ＣＨ－ＣＨ2－基を表す。）
【請求項２】
　請求項１に記載の有機電界発光素子用材料において、一般式［２］で表される一価の有
機残基が、下記一般式［３］で表される一価の有機残基である有機電界発光素子用材料。
一般式［３］：

（式中、Ｒ11～Ｒ19は、結合部位、水素原子もしくはハロゲン原子、アルキル基、アルコ
キシ基、チオアルコキシ基、シアノ基、アミノ基、モノまたはジ置換アミノ基（置換基は
、メチル基、エチル基、プロピル基、フェニル基、アセトキシメチル基、アセトキシエチ
ル基、アセトキシプロピル基、アセトキシブチル基、またはベンジル基である。）、水酸
基、メルカプト基、アリールオキシ基、アリールチオ基、アリール基またはヘテロアリー
ル基を表す。）
【請求項３】
　請求項１または２に記載の有機電界発光素子用材料において、前記共重合体が、さらに
下記一般式［７］で表されるユニットを有することを特徴とする有機電界発光素子用材料
。
一般式［７］：

（式中、Ｊは＞ＣＨ－ＣＨ2－基を表し、Ｋは、直接結合、ハロゲン原子、アルキル基、
アルコキシ基、チオアルコキシ基、シアノ基、アミノ基、モノまたはジ置換アミノ基（置
換基は、メチル基、エチル基、プロピル基、フェニル基、アセトキシメチル基、アセトキ
シエチル基、アセトキシプロピル基、アセトキシブチル基、またはベンジル基である。）
、水酸基、メルカプト基、アリールオキシ基、アリールチオ基、アリール基またはヘテロ
アリール基で置換されたもしくは未置換のアリーレン基とハロゲン原子、アルキル基、ア
ルコキシ基、チオアルコキシ基、シアノ基、アミノ基、モノまたはジ置換アミノ基（置換
基は、メチル基、エチル基、プロピル基、フェニル基、アセトキシメチル基、アセトキシ
エチル基、アセトキシプロピル基、アセトキシブチル基、またはベンジル基である。）、
水酸基、メルカプト基、アリールオキシ基、アリールチオ基、アリール基またはヘテロア
リール基で置換されたもしくは未置換のヘテロアリーレン基とからなる群より選ばれてな
る２価の有機残基、または、前記置換もしくは未置換のアリーレン基と前記置換もしくは
未置換のヘテロアリーレン基とエテニレン基とからなる群より選ばれた二以上の基が結合
して形成されてなる２価の有機残基を表す。ただし、エテニレン基が選ばれる場合は、該
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エテニレン基は、アリーレン基および／またはヘテロアリーレン基の間の基とされる。ま
た、Ｒ21は、水素原子もしくはハロゲン原子、アルキル基、アルコキシ基、チオアルコキ
シ基、シアノ基、アミノ基、モノまたはジ置換アミノ基（置換基は、メチル基、エチル基
、プロピル基、フェニル基、アセトキシメチル基、アセトキシエチル基、アセトキシプロ
ピル基、アセトキシブチル基、またはベンジル基である。）、水酸基、メルカプト基、ア
リールオキシ基、アリールチオ基、アリール基またはヘテロアリール基を表す。）
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の有機電界発光素子用材料において、前記共重合体
が、さらに、Ｎ－ビニルカルバゾールに由来するユニット、スチレンに由来するユニット
、（メタ）アクリル酸に由来するユニット、マレイン酸に由来するユニットおよび有機酸
ビニルエステルに由来するユニットから選ばれた少なくとも一つのユニットを有すること
を特徴とする有機電界発光素子用材料。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の有機電界発光素子用材料において、さらに三重項
励起子からの発光が可能な発光材料が含まれることを特徴とする有機電界発光素子用材料
。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載の有機電界発光素子用材料において、さらに電子輸
送材料が含まれることを特徴とする有機電界発光素子用材料。
【請求項７】
　一対の電極間に、発光層または発光層を含む複数層の有機化合物薄膜を形成してなる有
機電界発光素子において、前記層の少なくとも一層が、上記請求項１～６のいずれか１項
に記載の有機電界発光素子用材料を含むことを特徴とする有機電界発光素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機電界発光素子用材料およびそれを用いた高発光効率の有機電界発光（Ｅ
Ｌ）素子に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　有機物質を使用した電界発光素子は、固体発光型の安価な大面積フルカラー表示素子と
しての用途が有望視され、多くの開発が行われている。一般に有機電界発光素子は、発光
層および該層を挟んだ一対の対向電極から構成されている。発光は、両電極間に電界が印
加されると、陰極側から電子が注入され、陽極側から正孔が注入され、電子が発光層にお
いて正孔と再結合し、エネルギー準位が伝導帯から価電子帯に戻る際にエネルギーを光と
して放出する現象である。
【０００３】
　従来の有機電界発光素子は、無機電界発光（ＥＬ）素子に比べて駆動電圧が高く、発光
輝度や発光効率も低かった。また、特性劣化も著しく実用化には至っていなかった。近年
、１０Ｖ以下の低電圧で発光する高い蛍光量子効率を持った有機化合物を含有した薄膜を
積層した有機電界発光素子が報告され、関心を集めている（例えば、下記非特許文献１参
照）。この方法は、金属キレート錯体を発光層、アミン系化合物を正孔注入層に使用して
、高輝度の緑色発光を得ており、６～７Ｖの直流電圧で、輝度は数１０００ｃｄ／ｍ２に
達している。しかしながら、有機化合物の蒸着操作を伴う有機電界発光素子作成は、生産
性に問題が有り、製造工程の簡略化、大面積化の観点から、塗布方式の素子作成が望まし
い。
【０００４】
　生産性に有利な塗布方式の有機電界発光素子作成で使用される有機電界発光素子の発光
材料としては、共役系のポリマー発光材料、例えばポリフェニレンビニレン系ポリマーが
知られている（例えば、下記非特許文献２および３参照）。しかし、ポリフェニレンビニ
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レン系ポリマーは、発光部をポリマー主鎖に持つため、発光材料の濃度制御が難しく、色
調、発光強度の微妙な制御が難しい等の問題がある。同じく、塗布方式を用いる有機電界
発光素子として、色素分散系ポリマーを用いるものがある。この色素分散系ポリマーを用
いる素子の代表的なものは、ポリビニルカルバゾール中に、低分子量色素等を分散する素
子（例えば、下記特許文献１参照）である。これら色素分散系ポリマーを用いる素子にお
いては、電子輸送性、電子注入性、正孔輸送性、正孔注入性、発光性など種々の機能を有
する材料を発光素子に混合して使用できる。
【０００５】
　ポリビニルカルバゾールは、ガラス転移点が高いため比較的高い耐久性を有するが、駆
動電圧が高く、ホール移動度、製膜性も十分ではないため、発光効率が低く、実用上問題
がある。このようなポリビニルカルバゾールの問題点を改善するため、様々なカルバゾー
ル誘導体ポリマー、コポリマーが提案されてきた。例えばカルバゾール誘導体とジアミン
誘導体の共重合ポリマー（例えば、下記特許文献２および３参照）、カルバゾール誘導体
とオキサジアゾール誘導体の共重合ポリマー（例えば、下記特許文献４～７参照）、その
他特殊なカルバゾールユニットを有するポリマー（例えば、下記特許文献８～１０参照）
であるが、いずれも発光輝度、発光効率が低く、寿命も短い。
【０００６】
【特許文献１】
特開平４－２１２２８６号公報
【特許文献２】
特開２００２－１２４３９０号公報
【特許文献３】
特開２００２－３７８１７号公報
【特許文献４】
特開平１１－６０６６０号公報
【特許文献５】
特開平１１－３０７２５３号公報
【特許文献６】
特開２０００－１５９８４６号公報
【特許文献７】
特開２００１－１２６８７５号公報
【特許文献８】
特開２００２－１０５４４５号公報
【特許文献９】
特開２００２－３６３２２７号公報
【特許文献１０】
特開２００２－３０２５１６号公報
【非特許文献１】
アプライド　フィジクス　レターズ（Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ．）、５１巻、９１
３－９１５ページ、１９８７年
【非特許文献２】
ポリマー　ブレツン（Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｂｕｌｌｅｔｉｎ）、３８巻、１６７－１７６ペ
ージ、１９９７年
【非特許文献３】
マクロモレキュールズ（Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ）、３２巻、１４７６－１４８１
ページ、１９９９年
【０００７】
　上記ポリビニルカルバゾールあるいはその誘導体ポリマーを用いた色素分散型素子の駆
動電圧は、共役系のポリマー発光材料、たとえばポリフェニレンビニレン誘導体を用いた
有機電界発光素子にくらべて高い。これは、ポリフェニレンビニレン誘導体のポリマー発
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光材料に比べて、色素分散型素子に用いられる非共役ポリマー材料のキャリアの移動度が
低い為であると考えられる。表示デバイスにおいて小消費電力につながるため、駆動電圧
は注目される特性の一つであり、色素分散型素子に用いられる前記ポリビニルカルバゾー
ル、あるいはその誘導体ポリマーを用いた色素分散型素子においても、駆動電圧の低下が
要望されている。
【０００８】
　本発明は、上記のような状況に鑑みなされたものであって、その目的は、駆動電圧が低
く、発光効率が高い有機電界発光素子およびこの素子において使用される有機電界発光素
子用材料を提供することである。
　また、本発明の目的は、上記に加え、有機電界発光素子を塗布あるいは印刷により形成
する際、製膜性に優れ、また耐久性に優れた被膜を形成することのできる有機電界発光素
子用材料、並びに耐久性に優れ、高品質の有機電界発光素子を提供することである。
【０００９】
　本発明の上記目的は、有機電界発光素子用材料に用いられるポリマーとして、下記一般
式［１］で表されるユニットおよびアミノ基を有するユニットを含む共重合体を用いるこ
とによって達成された。
　すなわち、本発明は、下記１から６に記載の有機電界発光素子用材料および下記７に記
載の有機電界発光素子に関する。
【００１０】
１．下記一般式［１］で表されるユニットおよびアミノ基を有するユニットを有する共重
合体を含んでなることを特徴とする有機電界発光素子用材料。
【００１１】
一般式［１］：

【００１２】
（式中、Ａは、＞ＣＨ－ＣＨ2－基を表し、Ｂは、置換もしくは未置換のアリーレン基お
よび置換もしくは未置換のヘテロアリーレン基からなる群より選ばれた二以上の基が共役
的に結合されて形成されてなる２価の有機残基を表し、Ｃは下記一般式［２］で表される
一価の有機残基を表す。）
【００１３】
一般式［２］：

【００１４】
（式中、Ｒ１～Ｒ７は、結合部位、水素原子もしくは置換基を表し、Ｘは、直接結合、－
Ｏ－、－Ｓ－、－Ｓｅ－、－ＮＨ－、－ＮＲ８－（Ｒ８はアルキル基またはアリール基を
表す。）、－Ｓ（＝Ｏ）２－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＣＨ２－を表し、
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Ｒ１～Ｒ７は互いに結合してアリール環を形成しても良く、さらにそのアリール環に置換
基を有しても良い。）
【００１５】
２．上記１記載の有機電界発光素子用材料において、一般式［２］で表される一価の有機
残基が、下記一般式［３］で表される一価の有機残基である有機電界発光素子用材料。
【００１６】
一般式［３］：

（式中、Ｒ１１～Ｒ１９は、結合部位、水素原子もしくは置換基を表す。）
【００１７】
３．上記１または２に記載の有機電界発光素子用材料において、前記共重合体が、さらに
下記一般式［７］で表されるユニットを有することを特徴とする有機電界発光素子用材料
。
【００１８】
一般式［７］：

【００１９】
（式中、Ｊは＞ＣＨ－ＣＨ2－基を表し、Ｋは、直接結合、置換もしくは未置換のアリー
レン基と置換もしくは未置換のヘテロアリーレン基とからなる群より選ばれてなる２価の
有機残基、または、置換もしくは未置換のアリーレン基と置換もしくは未置換のヘテロア
リーレン基とエテニレン基とからなる群より選ばれた二以上の基が結合して形成されてな
る２価の有機残基を表す。ただし、エテニレン基が選ばれる場合は、該エテニレン基は、
アリーレン基および／またはヘテロアリーレン基の間の基とされる。また、Ｒ21は、水素
原子もしくは置換基を表す。）
【００２０】
４．上記１～３のいずれかに記載の有機電界発光素子用材料において、前記共重合体が、
さらに、Ｎ－ビニルカルバゾールに由来するユニット、スチレンに由来するユニット、（
メタ）アクリル酸に由来するユニット、マレイン酸に由来するユニットおよび有機酸ビニ
ルエステルに由来するユニットから選ばれた少なくとも一つのユニットを有することを特
徴とする有機電界発光素子用材料。
【００２１】
５．上記１～４のいずれかに記載の有機電界発光素子用材料において、さらに三重項励起
子からの発光が可能な発光材料が含まれることを特徴とする有機電界発光素子用材料。
【００２２】
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６．上記１～５のいずれかに記載の有機電界発光素子用材料において、さらに電子輸送材
料が含まれることを特徴とする有機電界発光素子用材料。
【００２３】
７．一対の電極間に、発光層または発光層を含む複数層の有機化合物薄膜を形成してなる
有機電界発光素子において、前記層の少なくとも一層が、上記１～６のいずれかに記載の
有機電界発光素子用材料を含むことを特徴とする有機電界発光素子。
【発明の開示】
【発明の効果】
【００２４】
　一般式［１］のユニットおよびアミノ基を有するユニットからなる共重合体およびこの
共重合体に、共重合ユニットとして、さらにＮ－ビニルカルバゾールに由来するユニット
を含む共重合体は、発光性、正孔輸送性に優れている。また、前記各共重合体の共重合ユ
ニットとして、一般式［７］のユニットがさらに含まれるものは、発光性、正孔輸送性に
加え、電子輸送性にも優れている。さらに、これら共重合体に、共重合ユニットとして、
スチレン、（メタ）アクリル酸、マレイン酸、有機酸ビニルエステルなどに由来するユニ
ットを含ませることにより、共重合体の物性の調整が可能となり、例えば、製膜性に優れ
た、すなわち平滑性に優れた塗膜を容易に形成することができる。また、これら共重合体
は、耐熱性、薄膜状態の安定性にも優れている。このため、本発明の共重合体は有機電界
発光素子の発光材料、正孔輸送材料、電子輸送材料などとして優れた材料であり、これを
単独でまたは他の材料とともに本発明の有機電界発光素子用材料として用いることにより
、駆動電圧が低く、発光効率が高い電界発光素子を形成することができる。
【００２５】
［発明の実施の形態］
　本発明の有機電界発光素子用材料は、上記一般式［１］で表されるユニットおよびアミ
ノ基を有するユニットを有する共重合体を含むことを特徴とし、また本発明の有機電界発
光素子は、この共重合体を含む有機電界発光素子用材料を素子の層構成材料として用いる
ことを特徴とするものである。
【００２６】
　前記共重合体を構成するユニットである一般式［１］において、基Ａは、＞ＣＨ－ＣＨ

2－基を表す。
【００３１】
　一般式［１］の基Ｂは、置換もしくは未置換のアリーレン基および置換もしくは未置換
のヘテロアリーレン基からなる群より選ばれた二以上の基が共役的に結合されて形成され
てなる２価の有機残基を表す。基Ｂの一部を構成することのできる前記未置換アリーレン
基は、好ましくは炭素数６～６０の単環または縮合環のアリーレン基であり、より好まし
くは炭素数６～４０、更に好ましくは炭素数６～３０のアリーレン基である。具体例とし
ては、フェニレン、ナフタレンジイル、アントラセンジイル、フェナントロリンジイル、
ピレンジイル、トリフェニレンジイル、ベンゾフェナントロリンジイル、ペリレンジイル
、ペンタフェニレンジイル、ペンタセンジイルなどが挙げられ、置換アリーレン基として
は、これらアリーレン基に置換基を有するものが挙げられる。
【００３２】
　また、前記未置換ヘテロアリーレン基は、好ましくは炭素数４ないし６０の単環または
縮合環の芳香族ヘテロ環基であり、より好ましくは窒素原子、酸素原子または硫黄原子の
少なくとも一つを含有する炭素数４ないし６０の単環または縮合環の芳香族ヘテロ環基で
あり、更に好ましくは炭素数４ないし３０の５員または６員の芳香族ヘテロ環基である。
芳香族ヘテロ環基の具体例としてはピロールジイル、フランジイル、チエニレン、ピリジ
ンジイル、ピリダジンジイル、ピリミジンジイル、ピラジンジイル、キノリンジイル、イ
ソキノリンジイル、シンノリンジイル、キナゾリンジイル、キノキサリンジイル、フタラ
ジンジイル、プテリジンジイル、アクリジンジイル、フェナジンジイル、フェナントロリ
ンジイルなどが挙げられ、置換ヘテロアリーレン基としては、これらヘテロアリーレン基
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に置換基を有するものが挙げられる。
【００３３】
　前記アリーレン基およびヘテロアリーレン基の置換基としては、ハロゲン原子（例えば
フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、置換もしくは未置換のアルキル基、置
換もしくは未置換のアルコキシ基、置換もしくは未置換のチオアルコキシ基、シアノ基、
アミノ基、モノもしくはジ置換アミノ基、水酸基、メルカプト基、置換もしくは未置換の
アリールオキシ基、置換もしくは未置換のアリールチオ基、置換もしくは未置換のアリー
ル基、置換もしくは未置換のヘテロアリール基が挙げられる。また置換基は、隣接した置
換基同士で置換もしくは未置換の環を形成しても良い。このような、隣接した置換基同士
で形成される環としては、例えば５ないし７員環の酸素原子、窒素原子、硫黄原子等が含
まれてもよい脂肪族、炭素環式芳香族、複素環式芳香族、複素環が挙げられる。これらの
環は、任意の位置にさらに置換基を有してもよい。
【００３４】
　前記置換基のうち、置換もしくは未置換のアルキル基としては、メチル基、エチル基、
プロピル基、ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル
基、２－エチルヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、イソオクチル基、ステアリル基、
トリクロロメチル基、トリフロロメチル基、シクロプロピル基、シクロヘキシル基、１，
３－シクロヘキサジエニル基、２－シクロペンテン－１－イル基、２，４－シクロペンタ
ジエン－１－イリデニル基などが挙げられる。
【００３５】
　置換もしくは未置換のアルコキシ基としては、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基
、ｎ－ブトキシ基、ｓｅｃ－ブトキシ基、ｔｅｒｔ－ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘ
キシルオキシ基、２－エチルヘキシルオキシ基、ステアリルオキシ基、トリフロロメトキ
シ基等がある。
【００３６】
　置換もしくは未置換のチオアルコキシ基としては、メチルチオ基、エチルチオ基、プロ
ピルチオ基、ブチルチオ基、ｓｅｃ－ブチルチオ基、ｔｅｒｔ－ブチルチオ基、ペンチル
チオ基、ヘキシルチオ基、ヘプチルチオ基、オクチルチオ基等がある。
【００３７】
　また、モノまたはジ置換アミノ基としては、メチルアミノ基、ジメチルアミノ基、エチ
ルアミノ基、ジエチルアミノ基、ジプロピルアミノ基、ジブチルアミノ基、ジフェニルア
ミノ基、ビス（アセトオキシメチル）アミノ基、ビス（アセトオキシエチル）アミノ基、
ビス（アセトオキシプロピル）アミノ基、ビス（アセトオキシブチル）アミノ基、ジベン
ジルアミノ基等が挙げられる。
【００３８】
　置換もしくは未置換のアリールオキシ基としては、フェノキシ基、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチ
ルフェノキシ基、３－フルオロフェノキシ基等がある。
【００３９】
　置換もしくは未置換のアリールチオ基としては、フェニルチオ基、３－フルオロフェニ
ルチオ基等がある。
【００４０】
　置換もしくは未置換のアリール基を具体的に例示すると、例えば、フェニル基、ビフェ
ニレニル基、トリフェニレニル基、テトラフェニレニル基、３－ニトロフェニル基、４－
メチルチオフェニル基、３，５－ジシアノフェニル基、ｏ－，ｍ－およびｐ－トリル基、
キシリル基、ｏ－，ｍ－およびｐ－クメニル基、メシチル基、ペンタレニル基、インデニ
ル基、ナフチル基、アントラセニル基、アズレニル基、ヘプタレニル基、アセナフチレニ
ル基、フェナレニル基、フルオレニル基、アントリル基、アントラキノニル基、３－メチ
ルアントリル基、フェナントリル基、ピレニル基、クリセニル基、２－エチル－１－クリ
セニル基、ピセニル基、ペリレニル基、６－クロロペリレニル基、ペンタフェニル基、ペ
ンタセニル基、テトラフェニレニル基、ヘキサフェニル基、ヘキサセニル基、ルビセニル
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基、コロネニル基、トリナフチレニル基、ヘプタフェニル基、ヘプタセニル基、ピラント
レニル基、オバレニル基等が挙げられる。
【００４１】
　置換もしくは未置換のヘテロアリール基を具体的に例示すると、例えば、チオニル基、
フリル基、ピロリル基、イミダゾリル基、ピラゾリル基、ピリジル基、ピラジニル基、ピ
リミジニル基、ピリダジニル基、インドリル基、キノリル基、イソキノリル基、フタラジ
ニル基、キノキサリニル基、キナゾリニル基、カルバゾリル基、アクリジニル基、フェナ
ジニル基、フルフリル基、イソチアゾリル基、イソキサゾリル基、フラザニル基、フェノ
キサジニル基、ベンゾチアゾリル基、ベンゾオキサゾリル基、ベンズイミダゾリル基、２
－メチルピリジル基、３－シアノピリジル基等が挙げられる。
【００４２】
　アリーレン基およびヘテロアリーレン基の好ましい置換基は、炭素数が１～２０のアル
キル基もしくはアルコキシ基、フェニル基、シアノ基などである。
【００４３】
　基Ｂは、上記置換もしくは未置換のアリーレン基および置換もしくは未置換のヘテロア
リーレン基からなる群より選ばれた二以上の基が、直接あるいは例えばエテニレン基など
を介して共役的に連結されて形成された２価の有機残基であればいずれのものでもよい。
すなわち、本発明の一般式［１］の基Ｂは、置換もしくは未置換のアリーレン基および置
換もしくは未置換のヘテロアリーレン基から選ばれた二以上の基が直接結合された２価の
基、あるいは前記アリーレン基あるいはヘテロアリーレン基が必要に応じエテニレン基な
どを介して互いに結合した２価の基である。前記アリーレン基もしくはヘテロアリーレン
基が置換基を有する場合、置換基同士が一体となって新たな環を形成することがあっても
よい。以下に、置換もしくは未置換のアリーレン基および置換もしくは未置換のヘテロア
リーレン基からなる群より選ばれた２種以上の基が、直接あるいは必要であればエテニレ
ン基を介して連結されて形成された２価の有機残基の基本骨格のいくつかを例示する。勿
論、本発明の基Ｂは、下記例示のものあるいは下記基本骨格が置換基により置換された基
に限定されるものではない。なお、エテニレン基としては、エテニレン基、１－メチルエ
テニレン基、１－エチルエテニレン基などが挙げられる。
【００４４】
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【００４５】
　一般式［１］の基Ｃは、前記一般式［２］で表される基であり、好ましくは、前記一般
式［３］で表される基である。一般式［２］および一般式［３］における、Ｒ１～Ｒ７お
よびＲ１１～Ｒ１９の置換基としては、前記アリーレン基あるいはヘテロアリーレン基の
置換基と同様の基が挙げられる。一般式［２］または一般式［３］で表される好ましい基
の具体例を以下に示すが、一般式［２］または一般式［３］で表される基が下記例示のも
のに限定されるものではない。
【００４６】

【００４７】
　上記式中、Ｒ４１～Ｒ５１は、水素原子または置換基であり、置換基は、Ｒ１～Ｒ７お
よびＲ１１～Ｒ１９と同様の基を表す。Ｒ４１～Ｒ５１の置換基としては、メチル基、エ
チル基などのアルキル基、メトキシ基、エトキシ基などのアルコキシ基、ジメチルアミノ
基などの置換アミノ基、フェニル基などのアリール基が好ましい。
【００４８】
　一方、本発明の共重合体を構成するアミノ基を有するユニットにおいては、アミノ基は
共重合体の主鎖または側鎖に存在する。このアミノ基を有するユニットは、下記一般式［
４］で表される構造をユニット内に有するものが好ましい。
【００４９】
一般式［４］：

【００５０】
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（式中、ＥおよびＦは、それぞれ独立に、置換もしくは未置換のアリーレン基と置換もし
くは未置換のヘテロアリーレン基とからなる群より選ばれてなる２価の有機残基、または
、置換もしくは未置換のアリーレン基と置換もしくは未置換のヘテロアリーレン基と置換
もしくは未置換のエテニレン基とからなる群より選ばれた二以上の基が結合して形成され
てなる２価の有機残基を表す。ただし、置換もしくは未置換のエテニレン基が選ばれる場
合は、該エテニレン基は、アリーレン基および／またはヘテロアリーレン基の間の基とさ
れる。）
【００５１】
　また、より好ましくは下記一般式［５］で表される構造をユニット内に有するものであ
る。
一般式［５］：

【００５２】
（式中Ｄ、Ｅ、Ｆは、それぞれ独立に、置換もしくは未置換のアリーレン基と置換もしく
は未置換のヘテロアリーレン基とからなる群より選ばれてなる２価の有機残基、または、
置換もしくは未置換のアリーレン基と置換もしくは未置換のヘテロアリーレン基と置換も
しくは未置換のエテニレン基とからなる群より選ばれた二以上の基が結合して形成されて
なる２価の有機残基を表す。ただし、置換もしくは未置換のエテニレン基が選ばれる場合
は、該エテニレン基は、アリーレン基および／またはヘテロアリーレン基の間の基とされ
る。）
【００５３】
　アミノ基を有するユニットは、さらに好ましくは下記一般式［６］で表されるユニット
である。
一般式［６］：

【００５４】
（式中、Ｄは、上記で定義した基を表し、ＬおよびＭは、置換もしくは未置換のアリール
基または置換もしくは未置換のヘテロアリール基からなる群より選ばれてなる１価の有機
残基を表し、Ｇは非共役の３価の有機残基を表す。）
【００５５】
　上記一般式［６］の基Ｇとしては、前述の一般式［１］の基Ａと同様のものが例示でき
る。また、一般式［４］～［６］における基Ｄ、Ｅ、Ｆにおける、置換もしくは未置換の
アリーレン基、置換もしくは未置換のヘテロアリーレン基としては、一般式［１］の基Ｂ
の置換もしくは未置換のアリーレン基、置換もしくは未置換のヘテロアリーレン基と同様
の基が例示される。また、一般式［６］の基Ｌ、Ｍにおける置換もしくは未置換のアリー
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ル基、置換もしくは未置換のヘテロアリール基としては、一般式［１］の基Ｂの置換もし
くは未置換のアリール基、置換もしくは未置換のヘテロアリール基と同様の基が挙げられ
る。なお、基ＬおよびＭのアリール基もしくはヘテロアリール基の置換基としては、置換
もしくは未置換のアリール基、置換もしくは未置換のヘテロアリール基、これらアリール
あるいはヘテロアリール置換アルキル基などが選択されても良い。また、一般式［４］～
［６］の基Ｄ、Ｅ、Ｆにおけるエテニレン基としては、エテニレン基、１－メチルエテニ
レン基、１－エチルエテニレン基などが挙げられる。
【００５６】
　一般式［６］で表されるユニットとしては、以下の表１のＨ－１からＨ－１２に示すも
のが好ましいものとして挙げられる。しかし、一般式［６］で表されるユニットが、下記
記載のものに限定されるものではない。
【００５７】

【００５８】
　本発明の共重合体においては、一般式［１］で表されるユニットおよびアミノ基を有す
るユニットは、共重合体を構成するユニットとして必須であり、一般式［１］のユニット
と、アミノ基を有するユニットの共重合比は、好ましくは、モル比で０．１：９９．９～
９９．９：０．１、好ましくは５：９５～９５：５である。これらユニットを有する共重
合体は、さらに共重合ユニットとして、前記一般式［７］で表されるユニット、Ｎ－ビニ
ルカルバゾールに由来するユニット、スチレンに由来するユニット、（メタ）アクリル酸
に由来するユニット、マレイン酸に由来するユニットおよび／または有機酸ビニルエステ
ルに由来するユニットなどを有していても良い。一般式［７］のユニットの割合は、通常
、共重合体中９０モル％以下、例えば５～７０モル％程度とされる。また、Ｎ－ビニルカ
ルバゾールに由来するユニットは、共重合体中、９０モル％以下、好ましくは７０モル％
以下、例えば５～６０モル％程度とされる。さらに、スチレンに由来するユニット、（メ
タ）アクリル酸に由来するユニット、マレイン酸に由来するユニットおよび有機酸ビニル
エステルに由来するユニットの共重合体中での共重合比は、本発明の目的を達成しうる範
囲内で適宜の値で良いが、通常、５０モル％以下、例えば１～４０モル％程度とされる。
【００６９】
　一般式［７］において、基Ｊは、＞ＣＨ－ＣＨ２－基を表わす。また、一般式［７］の
基Ｋは、直接結合、置換もしくは未置換のアリーレン基、置換もしくは未置換のヘテロア
リーレン基、または、これらの基およびエテニレン基が組み合わされてなる２価の有機残
基を表す。基Ｋを構成する置換もしくは未置換のアリーレン基、置換もしくは未置換のヘ
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テロアリーレン基としては、一般式［１］の基Ｂの置換もしくは未置換のアリーレン基、
置換もしくは未置換のヘテロアリーレン基と同様なものが挙げられる。さらに、エテニレ
ン基についても、一般式［４］～［６］で説明したものと同様なものを挙げることができ
る。また、一般式［７］のＲ２１の置換基としては、一般式［１］の置換もしくは未置換
のアリーレン基、置換もしくは未置換のヘテロアリーレン基の置換基で説明した基と同様
の基が挙げられる。
【００７０】
　本発明の有機電界発光素子用材料において用いられる上記各共重合体は、該当するユニ
ットに相当するモノマーの重合により得られる。共重合体を形成する際の非共役主鎖骨格
モノマーの重合様式は、適宜の方法、例えば、ラジカル重合、カチオン重合、アニオン重
合などのビニル重合、縮重合、開環重合、種々の重合反応による共重合体形成を行うこと
ができ、重合方法は特に限定しないが、本発明では特にビニル重合による共重合体形成が
好ましい。
【００７１】
　ビニル重合により、共重合体が通常のラジカル重合法により形成される場合、重合触媒
としては、アゾビスイソブチロニトリル（ＡＩＢＮ）などのアゾ化合物、過酸化ベンゾイ
ル（ＢＰＯ）などの過酸化物、テトラエチルチウラムジスルフィドなどのジチオカルバメ
ート誘導体などの公知のラジカル重合開始剤が用いられる。さらに、リビングラジカル重
合法による場合には、２，２，６，６－テトラメチル－１－ピペリジン－Ｎ－オキサイド
（ＴＥＭＰＯ）などのＮ－オキシラジカルと、上記のラジカル重合開始剤とを組み合わせ
た触媒系によるリビングラジカル重合法、アトムトランスファー重合などによるリビング
ラジカル重合法を利用することもできる。ラジカル重合触媒の使用割合は、モノマー１モ
ルに対して１～０．００００１モルである。ラジカル重合法における重合溶媒としては、
ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリドンなどのアミド系溶
媒、ベンゼン、トルエン、キシレン、ヘキサン、シクロヘキサンなどの炭化水素系溶媒、
γ－ブチロラクトン、乳酸エチルなどのエステル系溶媒、シクロヘキシルベンゾフェノン
、シクロヘキサノン、２－エチルペンタノン、エチルイソアミルケトンなどのケトン系溶
媒、テトラヒドロフランなどの環状エーテルやジエチレングリコールジメチルエーテルな
どの脂肪族エーテル類などのエーテル系溶媒を用いることができる。反応温度は、例えば
０～２００℃であり、反応時間は、例えば０．５～７２時間である。
【００７２】
　通常のアニオン重合法による場合には、重合触媒として、ナフチルナトリウムなどのア
ルフィン触媒、メチルリチウム、エチルリチウム、ブチルリチウムなどのアルキルリチウ
ム、フェニルリチウムなどのアリールリチウム、ジエチル亜鉛などのアルキル亜鉛、リチ
ウムアルキルマグネシウム、リチウムアルキルバリウムなどのアート錯体などのアルカリ
金属、アルカリ土類金属などの金属による有機金属化合物などが用いられる。また、リビ
ングアニオン重合法による場合には、触媒としてブチルリチウムなどを用いて重合を行え
ば良い。アニオン重合触媒の使用割合は、通常、モノマー１モルに対して０．１～０．０
０００１モルである。また重合溶媒としては、ベンゼン、トルエン、ヘキサン、ヘプタン
、シクロヘキサンなどの炭化水素、テトラヒドロフラン、ジオキサンなどのエーテル化合
物などを用いることができる。反応温度は、例えば－５０～１００℃であり、その反応時
間は、例えば５分～２４時間である。
【００７３】
　通常のカチオン重合法による場合においては、重合触媒としてトリフルオロボレート、
四塩化錫などのルイス酸、硫酸、塩酸などの無機酸、カチオン交換樹脂などを用いればよ
い。また、リビングカチオン重合法による場合には、触媒としてＨＩ、ＨＩ－ＺｎＩ２な
どを用いればよい。カチオン重合触媒の使用割合は、モノマー１モルに対して０．０１～
０．００００１モルである。このようなカチオン重合法において、重合溶媒としては、メ
チレンクロライド、クロロベンゼンなどに代表されるハロゲン化炭化水素類、ジブチルエ
ーテル、ジフェニルエーテル、ジオキサン、テトラヒドロフランなどの環状エーテル類、
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応温度は、例えば－１５０～１５０℃であり、その反応時間は、例えば０．０１～１２時
間である。
【００７４】
　また、一般式［１］の基Ｂ、Ｃからなる一価の有機残基、アミノ基を有するユニットの
アミノ基が側鎖にある場合のアミノ基を含む有機残基、一般式［７］の基Ｋおよびオキサ
ジアゾール基からなる一価の有機残基などは、非共役主鎖骨格モノマーの段階で導入され
ていなくとも、非共役主鎖骨格が形成されたあと、導入・変性されてもよい。
【００７５】
　なお、本発明の一般式［１］で表されるユニットとアミノ基を有するユニットとの共重
合体は、ランダム、ブロック、またはグラフト共重合体であってもよく、それらの中間的
な構造を有する高分子たとえばブロック性をもつランダム共重合体であってもよい。ある
いはこれらユニットとともに、共重合ユニットとして共重合体中に導入されても良い、一
般式［７］で表されるユニット、Ｎ－ビニルカルバゾール、スチレン、アクリル酸、マレ
イン酸、有機酸ビニルエステルなどに由来するユニットを含む共重合体も、ランダム、ブ
ロック、またはグラフト共重合体であってよく、それらの中間的な構造を有する高分子た
とえばブロック性をもつランダム共重合体であってもよい。
【００７６】
　本発明の有機電界発光素子用材料として用いられる共重合体は、材料の耐熱性、薄膜状
態の安定性を考えると、ゲルパーミエイションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）測定法によ
るポリスチレン換算重量平均分子量で１，０００～１，０００，０００、特に３，０００
～５００，０００であることが好ましい。しかし、これにより、本発明の有機電界発光素
子用材料として用いられる共重合体の重量平均分子量が、前記例示のものに限定されるも
のではない。
【００７７】
　共重合体を構成するユニットおよびこれらユニットによる共重合体の構造例を、表１に
具体的に示すが、本発明の有機電界発光素子用材料に用いられる共重合体が、以下の具体
例により限定されるものではない。表１は、各ユニットモノマーの構造を示すのみで、そ
の重合形態を示したものではない。また、表中の％は、重量％を表す。
【００７８】

【００７９】

【００８０】
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【００８１】

【００８２】
　本発明の一般式［１］のユニットおよびアミノ基を有するユニットからなる共重合体は
、発光性、正孔輸送性に優れている。またこの共重合体に、さらに共重合ユニットとして
、Ｎ－ビニルカルバゾール、スチレン、アクリル酸、マレイン酸、有機酸ビニルエステル
などに由来するユニットを含む共重合体も同様の特性を有する。したがって、これら共重
合体は、有機電界発光素子の正孔輸送性発光材料として有効に使用することができる。勿
論有機電界発光素子の正孔輸送材料としても有効に使用することができる。なお、共重合
ユニットとして用いられるスチレン、アクリル酸、マレイン酸、有機酸ビニルエステルな
どに由来するユニットは、共重合体の物性の改善、例えば製膜性などを改善するために、
さらにＮ－ビニルカルバゾールあるいその誘導体は、これに加えて、正孔輸送性の調整、
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向上などをも目的として共重合体中に導入されるものである。また、共重合ユニットとし
て、一般式［７］のユニットを含む共重合体は、電子輸送性も付与される。したがって、
一般式［７］のユニットを含む共重合体は、有機電界発光素子の発光材料、正孔輸送材料
、電子輸送材料のいずれとしても使用できる。
【００８３】
　本発明の共重合体は、単独で有機電界発光素子用材料として使用することができるし、
他の有機材料や無機材料と併用して有機電界発光素子用材料として使用することもできる
。本発明の共重合体と併用する有機材料は低分子有機材料であっても高分子有機材料であ
ってもよい。また、他の高分子有機材料と積層塗布して使用することも可能である。更に
は、低分子化合物と混合したり、積層したりして使用することも可能である。この場合、
低分子化合物はポリマーバインダーと混合して塗布しても、真空蒸着、スパッタリング等
の方法で積層してもよい。
【００８４】
　以下、本発明の有機電界発光素子用材料およびこれを用いた本発明の有機電界発光素子
について具体的に説明するが、これにより本発明の有機電界発光素子用材料および有機電
界発光素子が限定されるものではない。
【００８５】
　有機電界発光素子は、陽極と陰極間に一層もしくは多層の有機薄膜を形成した素子であ
る。一層型の場合、陽極と陰極との間に発光層が設けられる。発光層は、発光材料を含有
し、それに加えて陽極から注入した正孔、もしくは陰極から注入した電子を発光材料まで
輸送させるために、正孔輸送材料もしくは電子輸送材料を含有しても良い。多層型として
は、［陽極／正孔注入帯域／発光層／陰極］、［陽極／発光層／電子注入帯域／陰極］、
［陽極／正孔注入帯域／発光層／電子注入帯域／陰極］の多層構成で積層した有機電界発
光素子がある。さらには、発光素子の耐圧性、層間の密着性などを改善するため、これら
層間に補助的な層を形成することも知られている。本発明の有機電界発光素子は、このよ
うな従来知られたいずれの層構成を有するものであってよい。そして、これら各層を有す
る有機電界発光素子は、通常、次のようにして形成される。すなわち、まず透明基板上に
、陽極層が設けられ、この陽極層上に、必要に応じ正孔注入帯域が設けられ、この正孔帯
域上には、発光層が設けられる。さらに、この発光層上には、必要に応じ電子注入帯域が
設けられ、さらに陰極層が設けられる。そして、陽極層および陰極層は直流電源に接続さ
れる。なお、上記例においては、基板上にまず陽極層を形成することから層の形成を行っ
たが、まず陰極層を基板上に形成するようにしても良い。また、正孔注入帯域、発光層、
電子注入帯域は、それぞれ二層以上の層構成により形成されても良い。その際には、正孔
注入帯域の場合、電極から正孔を注入する層を正孔注入層、正孔注入層から正孔を受け取
り発光層まで正孔を輸送する層を正孔輸送層と呼ぶ。同様に、電子注入帯域の場合、電極
から電子を注入する層を電子注入層、電子注入層から電子を受け取り発光層まで電子を輸
送する層を電子輸送層と呼ぶ。これらの各層は、材料のエネルギー準位、耐熱性、有機層
もしくは金属電極との密着性等の各要因により選択されて使用される。
【００８６】
　透明基板としては、ガラス基板、透明樹脂基板、石英ガラス基板などを用いることがで
きる。有機電界発光素子の陽極に使用される導電性物質としては、４ｅＶより大きな仕事
関数を持つものが好適であり、炭素、アルミニウム、バナジウム、鉄、コバルト、ニッケ
ル、タングステン、銀、金、白金、パラジウム等およびそれらの合金、ＩＴＯ基板、ＮＥ
ＳＡ基板において用いられている酸化スズ、酸化インジウム等の酸化金属、さらにはポリ
チオフェンやポリピロール等の有機導電性樹脂が挙げられる。また、陰極に使用される導
電性物質としては、４．０ｅＶより小さな仕事関数を持つものが好適であり、マグネシウ
ム、バリウム、カルシウム、セシウム、アルミニウム、錫、鉛、チタニウム、イットリウ
ム、リチウム、ルテニウム、マンガン等およびそれらの合金が用いられるが、陽極および
陰極に使用される導電性物質がこれらに限定されるものではない。陽極および陰極は、必
要があれば二層以上の層構成により形成されていても良い。
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【００８７】
　本発明の有機電界発光素子用材料を構成する共重合体は、上記のとおり、発光性、正孔
輸送性に優れている。また、一般式［７］のユニットを有する場合、電子輸送性にも優れ
ている。このため、発光材料、正孔輸送材料、電子輸送材料として用いることができ、発
光層、正孔注入帯域、電子注入帯域を構成する材料として使用できるが、特に発光層の材
料として好ましく使用することができる。
【００８８】
　本発明の共重合体は、単独で用いられても、同一層中で他の発光材料、正孔もしくは電
子輸送性化合物と混合して使用しても差し支えない。このような発光材料としては、一重
項励起子から発光するもの、三重項励起子から発光するもの、並びにその両者から発光す
るものがあり、本発明の有機電界発光素子用材料においてはそれらのいずれの発光材料も
使用可能である。本発明の共重合体と共に発光層に使用できる発光材料またはドーパント
材料としては、ポリアルキルフルオレン誘導体、およびポリフェニレン誘導体、ポリフェ
ニレンビニレン誘導体、ポリチオフェン誘導体、その他発光性高分子が挙げられる。また
、この他に、アントラセン、ナフタレン、フェナントレン、ピレン、テトラセン、コロネ
ン、クリセン、フルオレセイン、ペリレン、フタロペリレン、ナフタロペリレン、ペリノ
ン、フタロペリノン、ナフタロペリノン、ジフェニルブタジエン、テトラフェニルブタジ
エン、クマリン、オキサジアゾール、アルダジン、ビスベンゾキサゾリン、ビススチリル
、ピラジン、シクロペンタジエン、キノリン金属錯体、アミノキノリン金属錯体、ベンゾ
キノリン金属錯体、イミン、ジフェニルエチレン、ビニルアントラセン、ジアミノカルバ
ゾール、ピラン、チオピラン、ポリメチン、メロシアニン、イミダゾールキレート化オキ
シノイド化合物、キナクリドン、ルブレンおよび色素レーザー用や増感用の蛍光色素等が
あるが、発光材料がこれらに限定されるものではない。
【００８９】
　本発明の共重合体と共に発光層に使用できる発光材料またはドーパント材料としては、
特に三重項励起子からの発光が可能な発光材料が好ましい。三重項励起子からの発光が可
能な発光材料としては、三重項発光性の金属錯体があり、イリジウム錯体Ｉｒ（ｐｐｙ）

３（Ｔｒｉｓ－Ｏｒｔｈｏ－Ｍｅｔａｌａｔｅｄ　Ｃｏｍｐｌｅｘ　ｏｆ　Ｉｒｉｄｉｕ
ｍ（ＩＩＩ）ｗｉｔｈ　２－Ｐｈｅｎｙｌｐｙｒｉｄｉｎｅ）等が知られている。Ｉｒ（
ｐｐｙ）３を用いた緑色発光素子は、８％の外部量子収率を達成しており、従来有機電界
発光素子の限界といわれていた外部量子収率５％を凌駕した（Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｐｈｙｓ
ｉｃｓ　Ｌｅｔｔｅｒｓ　７５，４（１９９９））。その他、Ｉｒ錯体化合物、金属配位
ポリフィリン化合物が本発明の共重合体と共に使用可能であるがこれらに限定されるもの
ではない。
【００９０】
　発光層には、必要があればさらに正孔輸送材料や電子輸送材料を使用することもできる
。有機電界発光素子は、多層構造にすることにより、クエンチングによる輝度や寿命の低
下を防ぐことができる。必要があれば、発光材料、ドーパント材料、正孔輸送材料や電子
輸送材料を組み合わせて使用することができる。また、ドーパント材料により、発光輝度
や発光効率の向上、赤色や青色の発光を得ることもできる。
【００９１】
　発光層において、本発明の共重合体と共に用いられる、あるいは正孔輸送層を形成する
際に用いられる正孔輸送材料は、正孔を輸送する能力を持ち、陽極からの正孔注入効果、
発光層または発光材料に対して優れた正孔注入効果を有し、発光層で生成した励起子の電
子注入帯域または電子輸送材料への移動を防止し、かつ薄膜形成能力の優れた化合物であ
れば何れのものでも良い。具体的には、ＰＥＤＯＴ（商品名：バイエル社製　ポリ（３，
４－エチレンジオキシ）－２，５－チオフェンとポリスチレンスルホン酸との錯体）、フ
タロシアニン誘導体、ナフタロシアニン誘導体、ポルフィリン誘導体、オキサゾール、オ
キサジアゾール、トリアゾール、イミダゾール、イミダゾロン、イミダゾールチオン、ピ
ラゾリン、ピラゾロン、テトラヒドロイミダゾール、ヒドラゾン、アシルヒドラゾン、ポ
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リアリールアルカン、スチルベン、ブタジエン、ベンジジン型トリフェニルアミン、スチ
リルアミン型トリフェニルアミン、ジアミン型トリフェニルアミン等と、それらの誘導体
、およびポリビニルカルバゾール、ポリシラン、導電性高分子等の高分子材料等が挙げら
れる。しかし、本発明の有機電界発光素子で用いられる正孔輸送材料が、これらに限定さ
れるものではない。
【００９２】
　また、発光層において、本発明の共重合体と共に用いられる、あるいは電子輸送層を形
成する際に用いられる電子輸送材料は、電子を輸送する能力を持ち、陰極からの正孔注入
効果、発光層または発光材料に対して優れた電子注入効果を有し、発光層で生成した励起
子の正孔注入帯域への移動を防止し、かつ薄膜形成能力の優れた化合物であればいずれの
ものでも良い。具体的には、例えば、フルオレノン、アントラキノジメタン、ジフェノキ
ノン、チオピランジオキシド、オキサゾール、オキサジアゾール、トリアゾール、イミダ
ゾール、ペリレンテトラカルボン酸、フレオレニリデンメタン、アントラキノジメタン、
アントロン等とそれらの誘導体などが挙げられるが、本発明の有機電界発光素子で用いら
れる電子輸送材料が、これらに限定されるものではない。また、正孔輸送材料に電子受容
物質を、電子輸送材料に電子供与性物質を添加することにより増感させることもできる。
【００９３】
　本発明の共重合体は、ガラス転移点や融点が高い為、電界発光時における有機層中、有
機層間もしくは、有機層と金属電極間で発生するジュール熱に対する耐性（耐熱性）が向
上するので、有機電界発光素子材料として使用した場合、高い発光輝度を示し、長時間発
光させる際にも有利である。
【００９４】
　本発明の有機電界発光素子用材料の成膜方法としては、特に限定はなく、例えば粉末状
態からの真空蒸着法、溶媒に溶解した後、塗布する方法（例えばインクジェット法、スプ
レイ法、印刷法、スピンコーテング法、キャスティング法、ディッピング法、バーコート
法、ロールコート法など）などを用いることができる。しかし、素子製造工程の簡略化、
加工性、大面積化の観点から、塗布方式が好ましい。塗布方式で製膜する場合に用いる溶
媒としては、ジクロロエタン、ジクロロメタン、クロロホルムなどの有機ハロゲン系溶媒
、テトラヒドロフラン、１，４－ジオキサンなどのエーテル系溶媒、トルエン、キシレン
などの芳香族炭化水素系溶媒、ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミドなどのアミ
ド系溶媒、酢酸エチル、酢酸ブチルなどのエステル系溶媒、またはこれらの混合溶媒であ
っても良い。高分子の構造、分子量によっても異なるが、通常溶媒の０．０１から１０重
量％、好ましくは０．１から５重量％溶解した溶液を用いて製膜する。なお、正孔注入帯
域、発光層、電子注入帯域の各膜厚に特に制限はないが、通常、各々、１～１０００ｎｍ
の範囲で選択される。
【００９５】
　本発明の有機電界発光素子用材料を用いた有機電界発光素子は、壁掛けテレビ等のフラ
ットパネルディスプレイや、平面発光体として、複写機やプリンター等の光源、液晶ディ
スプレイや計器類等の光源、表示板、標識灯等へ応用が考えられ、その工業的価値は非常
に大きい。
【図面の簡単な説明】
【００９６】
【図１】化合物１の赤外線吸収スペクトル図
【図２】化合物１の１Ｈ－ＮＭＲスペクトル図
【図３】化合物２の赤外線吸収スペクトル図
【図４】化合物２の１Ｈ－ＮＭＲスペクトル図
【図５】化合物３の赤外線吸収スペクトル図
【図６】化合物３の１Ｈ－ＮＭＲスペクトル図
【図７】共重合体Ｐ－１の赤外線吸収スペクトル図
【図８】共重合体Ｐ－１０の赤外線吸収スペクトル図
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【図９】化合物５の赤外線吸収スペクトル図
【図１０】化合物５の１Ｈ－ＮＭＲスペクトル図
【図１１】共重合体Ｐ－１２の赤外線吸収スペクトル図
【図１２】共重合体Ｐ－１５の赤外線吸収スペクトル図
【図１３】化合物７の赤外線吸収スペクトル図
【図１４】化合物７の１Ｈ－ＮＭＲスペクトル図
【図１５】共重合体Ｐ－１７の赤外線吸収スペクトル図
【図１６】化合物８の赤外線吸収スペクトル図
【図１７】化合物８の１Ｈ－ＮＭＲスペクトル図
【図１８】共重合体Ｐ－２０の赤外線吸収スペクトル図
【発明を実施するための最良の形態】
【００９７】
　以下、本発明の有機電界発光素子用材料およびそれを用いた有機電界発光素子を、製造
例、実施例などに基づき具体的に説明するが、本発明はこれにより限定されるものではな
い。
　なお、以下の製造例、実施例、比較例の説明中、部は重量部、％は重量％を表す。また
、以下の製造例においては、赤外線吸収スペクトル（ＩＲ）は、パーキンエルマー社製Ｓ
ｐｅｃｔｒｕｍ　Ｏｎｅ　Ｖｅｒ．Ａフーリエ変換赤外線分光分析装置を用いて測定した
。また、ＮＭＲスペクトルは、日本電子社製ＧＳＸ２７０　ＦＴ－ＮＭＲ分析装置を用い
て測定した。さらに、ＧＰＣ分析は、東ソー社製ＧＰＣ－８０２０（カラム：ＴＳＫｇｅ
ｌ　Ｍｕｌｔｉｐｏｒｅ－Ｈを用いて測定した。
【００９８】
製造例１：共重合体Ｐ－１の合成方法
　共重合体Ｐ－１の合成を、以下の反応経路にしたがって実施した。
【００９９】
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【０１００】
＜化合物（１）の合成＞
　乾燥窒素気流下、ｐ－ブロモヨードベンゼン１５．４ｇ（５４．４ｍｍｏｌ）、カルバ
ゾール１０．０ｇ（５９．８ｍｍｏｌ）、Ｃｕ粉末０．３ｇ、Ｋ２ＣＯ３７．９ｇ（５７
．０ｍｍｏｌ）と、溶媒として１，３－ジメチル－２－イミダゾリジノン（１，３－ｄｉ
ｍｅｔｈｙｌ－２－ｉｍｉｄａｚｏｌｉｄｉｎｏｎｅ）を１００ｍｌ加え、１９０℃にて
１８時間撹拌した。反応液を水７００ｍｌに注ぎ、析出物をろ過後、７０℃で乾燥して、
クルード生成物を得た。このクルード生成物を、シリカゲルカラムクロマトグラフィーに
て単離精製し、化合物（１）を得た。収率５５％。
　この化合物（１）の構造決定は、元素分析、質量分析、赤外線吸収スペクトル、ＮＭＲ
スペクトル等により行った。化合物（１）の、赤外線吸収スペクトルを図１に、１Ｈ－Ｎ
ＭＲスペクトルを図２に示す。
【０１０１】
＜化合物２の合成＞
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　四つ口フラスコに冷却管をつけ、化合物（１）２．５ｇ（７．８ｍｍｏｌ）、４－ビニ
ルフェニルボロニックアシッド１．７２ｇ（１１．６ｍｍｏｌ）に、テトラヒドロフラン
（ＴＨＦ）３０ｍｌを加えて撹拌した。ここに２Ｍ　Ｋ２ＣＯ３ａｑ　３０ｍｌを加えた
。テトラキストリフェニルホスフィンパラジウム（０）（Ｐｄ（ＰＰｈ３））２００ｍｇ
（１７４ｍｏｌ）およびＴＨＦ１０ｍｌを加え、８０℃で２４時間還流した。カラムクロ
マトグラフィーおよびメタノール再沈殿により精製し、化合物（２）を得た。収率は６２
％であった。
　この化合物（２）の構造決定は、元素分析、質量分析、赤外線吸収スペクトル、ＮＭＲ
スペクトル等により行った。化合物（２）の赤外線吸収スペクトルを図３に、１Ｈ－ＮＭ
Ｒスペクトルを図４に示す。
【０１０２】
＜化合物３の合成＞
　四つ口フラスコに冷却管をつけ、４－ブロモ－Ｎ，Ｎ－ジトリルアミン６．７９ｇ（１
９．２７ｍｍｏｌ）、４－ビニルフェニルボロニックアシッド３．０ｇ（２０．２７ｍｍ
ｏｌ）にＴＨＦ５０ｍｌを加えて撹拌した。ここに２Ｍ　Ｋ２ＣＯ３ａｑ　５０ｍｌを加
えた。テトラキストリフェニルホスフィンパラジウム（０）（Ｐｄ（ＰＰｈ３））３５１
ｍｇ（３０４μｍｏｌ）およびＴＨＦ１０ｍｌを加え、８０℃で２４時間還流した。カラ
ムクロマトグラフィーおよびメタノール再沈殿により精製し、化合物（３）を得た。収率
は６５％であった。
　この化合物（３）の構造決定は、元素分析、質量分析、赤外線吸収スペクトル、ＮＭＲ
スペクトル等により行った。化合物（３）の赤外線吸収スペクトルを図５に、１Ｈ－ＮＭ
Ｒスペクトルを図６に示す。
【０１０３】
＜共重合体Ｐ－１の合成＞
　シュレンク型フラスコに化合物（２）および化合物（３）をそれぞれ０．８ｇ、０．２
ｇ入れて真空脱気を数回繰り返した。ここにアゾビスイソブチロニトリル０．０２ｇ、Ｔ
ＨＦ２．７ｍｌを加え、７０℃で９時間撹拌した。反応液は粘度を帯びてきた。メタノー
ル再沈殿により精製を行った。収率は９０％であった。
　得られた白色粉末の元素分析、赤外線吸収スペクトル、ＮＭＲスペクトル等を行った結
果、上記構造を有する共重合体Ｐ－１（共重合比８０：２０）であると判明した。ＧＰＣ
分析の結果、共重合体Ｐ－１の重量平均分子量（Ｍｗ）は、５０，０００であった。共重
合体Ｐ－１の赤外線吸収スペクトルを、図７に示す。
【０１０４】
製造例２：共重合体Ｐ－１０の合成
　共重合体Ｐ－１０の合成を、以下の反応式にしたがって行った。
【０１０５】

【０１０６】
　シュレンク型フラスコに、化合物（４）、化合物（２）および化合物（３）をそれぞれ
０．３４ｇ、０．４５ｇ、０．１ｇ入れて、真空脱気を数回繰り返した。ここにアゾビス
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イソブチロニトリル（０．０２ｇ）、ＴＨＦ２．７ｍｌを加え、７０℃で９時間撹拌した
。反応液は粘度を帯びてきた。メタノール再沈殿により精製を行った。収率は９０％であ
った。
　得られた白色粉末の元素分析、赤外線吸収スペクトル、ＮＭＲスペクトル等を行った結
果、上記構造を有する共重合体Ｐ－１０（共重合比４５：４５：１０）であると判明した
。ＧＰＣ分析の結果、共重合体Ｐ－１０の重量平均分子量（Ｍｗ）は４３，０００であっ
た。共重合体Ｐ－１０の赤外線吸収スペクトルを、図８に示す。
【０１０７】
製造例３：共重合体Ｐ－１２の合成
　共重合体Ｐ－１２の合成を、以下の反応式にしたがって行った。
【０１０８】

【０１０９】
　シュレンク型フラスコに、化合物（５）および化合物（３）をそれぞれ０．８０ｇ、０
．２０ｇ入れて、真空脱気を数回繰り返した。ここにアゾビスイソブチロニトリル０．０
２ｇおよびＴＨＦ２．７ｍｌを加え、７０℃で９時間撹拌した。反応液は粘度を帯びてき
た。メタノール再沈殿により精製を行った。収率は９０％であった。
　得られた白色粉末の元素分析、赤外線吸収スペクトル、ＮＭＲスペクトル等を行った結
果、上記構造を有する共重合体Ｐ－１２（共重合比８０：２０）であると判明した。ＧＰ
Ｃ分析の結果、共重合体Ｐ－１２の重量平均分子量（Ｍｗ）は３５，０００であった。化
合物（５）の赤外線吸収スペクトルを図９に、１Ｈ－ＮＭＲスペクトルを図１０に、また
共重合体Ｐ－１２の赤外線吸収スペクトルを図１１に示す。
【０１１０】
製造例４：共重合体Ｐ－１５の合成
　共重合体Ｐ－１５の合成を、以下の反応式にしたがって行った。
【０１１１】

【０１１２】
　シュレンク型フラスコに、化合物（４）、化合物（６）および化合物（３）をそれぞれ
０．４５ｇ、０．４５ｇ、０．１ｇ入れて、真空脱気を数回繰り返した。ここにアゾビス
イソブチロニトリル０．０２ｇおよびＴＨＦ２．７ｍｌを加え、７０℃で９時間撹拌した
。反応液は粘度を帯びてきた。メタノール再沈殿により精製を行った。収率は９０％であ
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　得られた白色粉末の元素分析、赤外線吸収スペクトル、ＮＭＲスペクトル等を行った結
果、上記構造を有する共重合体Ｐ－１５（共重合比４５：４５：１０）であると判明した
。ＧＰＣ分析の結果、共重合体Ｐ－１５の重量平均分子量（Ｍｗ）は８３，０００であっ
た。共重合体Ｐ－１５の赤外線吸収スペクトルを、図１２に示す。
【０１１３】
製造例５：共重合体Ｐ－１７の合成
　共重合体Ｐ－１７の合成を、以下の反応式にしたがって実施した。
【０１１４】

【０１１５】
　シュレンク型フラスコに化合物（２）、化合物（３）および化合物（７）をそれぞれ０
．４８ｇ、０．１２ｇ、０．４０ｇ入れて、真空脱気を数回繰り返した。ここにアゾビス
イソブチロニトリル０．０２ｇおよびＴＨＦ２．７ｍｌを加え、７０℃で９時間撹拌した
。反応液は粘度を帯びてきた。メタノール再沈殿により精製を行った。収率は９０％であ
った。
　得られた白色粉末の元素分析、赤外線吸収スペクトル、ＮＭＲスペクトル等を行った結
果、上記構造を有する共重合体Ｐ－１７（共重合比４８：１２：４０）であると判明した
。ＧＰＣ分析の結果、共重合体Ｐ－１７の重量平均分子量（Ｍｗ）は１２３，０００であ
った。化合物（７）の赤外線吸収スペクトルを図１３に、１Ｈ－ＮＭＲスペクトルを図１
４に、また共重合体Ｐ－１７の赤外線吸収スペクトルを図１５に示す。
【０１１６】
　製造例６：共重合体Ｐ－２０の合成
　共重合体Ｐ－２０の合成を、以下の反応式にしたがって実施した。
【０１１７】
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【０１１８】
　シュレンク型フラスコに化合物（４）、化合物（２）、化合物（３）および化合物（８
）をそれぞれ０．２７ｇ、０．２７ｇ、０．０６ｇ、０．４ｇ入れて、真空脱気を数回繰
り返した。ここにアゾビスイソブチロニトリル０．０２ｇおよびＴＨＦ２．７ｍｌを加え
、７０℃で９時間撹拌した。反応液は粘度を帯びてきた。メタノール再沈殿により精製を
行った。収率は９５％であった。
　得られた白色粉末の元素分析、赤外線吸収スペクトル、ＮＭＲスペクトル等を行った結
果、上記構造を有する共重合体Ｐ－２０（共重合比２７：２７：６：４０）であると判明
した。ＧＰＣ分析の結果、共重合体Ｐ－２０の重量平均分子量（Ｍｗ）は１５３，０００
であった。化合物（８）の赤外線吸収スペクトルを図１６に、１Ｈ－ＮＭＲスペクトルを
図１７に、また共重合体Ｐ－２０の赤外線吸収スペクトルを図１８に示す。
【実施例１】
【０１１９】
　洗浄したＩＴＯ電極付きガラス板上に、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ（ポリ（３，４－エチレン
ジオキシ）－２，５－チオフェン／ポリスチレンスルホン酸）をスピンコート法で４０ｎ
ｍの膜厚に製膜し、製造例１で得られた共重合体Ｐ－１およびＩｒ（ｐｐｙ）３（３％）
を１．０ｗｔ％の濃度でジクロロエタンに溶解分散させ、スピンコーティング法により８
０ｎｍの膜厚の発光層を形成した。この塗布基板に真空蒸着法によりＣａを２０ｎｍ、Ａ
ｌを２００ｎｍの膜厚で電極を形成させ、有機ＥＬ素子１を作製した。
【実施例２】
【０１２０】
　洗浄したＩＴＯ電極付きガラス板上に、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ（ポリ（３，４－エチレン
ジオキシ）－２，５－チオフェン／ポリスチレンスルホン酸）をスピンコート法で４０ｎ
ｍの膜厚に製膜し、製造例１で得られた共重合体Ｐ－１、Ｉｒ（ｐｐｙ）３（３％）およ
び電子輸送材料（下記化合物（９））（３５％）を、１．０ｗｔ％の濃度でジクロロエタ
ンに溶解分散させ、スピンコーティング法により８０ｎｍの膜厚の発光層を形成した。こ
の塗布基板に真空蒸着法によりＣａを２０ｎｍ、Ａｌを２００ｎｍの膜厚で電極を形成さ
せ、有機ＥＬ素子２を作製した。
【０１２１】
化合物（９）：
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【実施例３】
【０１２２】
　洗浄したＩＴＯ電極付きガラス板上に、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ（ポリ（３，４－エチレン
ジオキシ）－２，５－チオフェン／ポリスチレンスルホン酸）をスピンコート法で４０ｎ
ｍの膜厚に製膜し、製造例２で得られた共重合体Ｐ－１０およびＩｒ（ｐｐｙ）３（３％
）および電子輸送材料（下記化合物（１０））（３５％）を、１．０ｗｔ％の濃度でトル
エンに溶解分散させ、スピンコーティング法により８０ｎｍの膜厚の発光層を形成した。
この塗布基板に真空蒸着法によりＣａを２０ｎｍ、Ａｌを２００ｎｍの膜厚で電極を形成
させ、有機ＥＬ素子３を作製した。
【０１２３】
化合物（１０）：

【実施例４】
【０１２４】
　洗浄したＩＴＯ電極付きガラス板上に、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ（ポリ（３，４－エチレン
ジオキシ）－２，５－チオフェン／ポリスチレンスルホン酸）をスピンコート法で４０ｎ
ｍの膜厚に製膜し、製造例５で得られた共重合体Ｐ－１７およびＩｒ（ｐｐｙ）３（３％
）を１．０ｗｔ％の濃度でジクロロエタンに溶解分散させ、スピンコーティング法により
８０ｎｍの膜厚の発光層を形成した。この塗布基板に真空蒸着法によりＣａを２０ｎｍ、
Ａｌを２００ｎｍの膜厚で電極を形成させ、有機ＥＬ素子４を作製した。
【実施例５】
【０１２５】
　洗浄したＩＴＯ電極付きガラス板上に、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ（ポリ（３，４－エチレン
ジオキシ）－２，５－チオフェン／ポリスチレンスルホン酸）をスピンコート法で４０ｎ
ｍの膜厚に製膜し、製造例３で得られた共重合体Ｐ－１２およびＩｒ（Ｍｅ－ｐｐｙ）３

（６％）を１．０ｗｔ％の濃度でトルエンに溶解分散させ、スピンコーティング法により
８０ｎｍの膜厚の発光層を形成した。この塗布基板に真空蒸着法によりＣｓＦを１ｎｍ、
Ａｌを２００ｎｍの膜厚で電極を形成させ、有機ＥＬ素子５を作製した。
【実施例６】
【０１２６】
　洗浄したＩＴＯ電極付きガラス板上に、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ（ポリ（３，４－エチレン
ジオキシ）－２，５－チオフェン／ポリスチレンスルホン酸）をスピンコート法で４０ｎ
ｍの膜厚に製膜し、製造例４で得られた共重合体Ｐ－１５およびＩｒ（ｔ－Ｂｕ－ｐｐｙ
）３（６％）を１．０ｗｔ％の濃度でトルエンに溶解分散させ、スピンコーティング法に
より８０ｎｍの膜厚の発光層を形成した。この塗布基板に真空蒸着法によりＣａを２０ｎ
ｍ、Ａｌを２００ｎｍの膜厚で電極を形成させ、有機ＥＬ素子６を作製した。
【実施例７】
【０１２７】
　洗浄したＩＴＯ電極付きガラス板上に、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ（ポリ（３，４－エチレン
ジオキシ）－２，５－チオフェン／ポリスチレンスルホン酸）をスピンコート法で４０ｎ
ｍの膜厚に製膜し、表１記載の共重合体Ｐ－１８およびＩｒ（ｐｐｙ）３（３％）を１．
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０ｗｔ％の濃度でジクロロエタンに溶解分散させ、スピンコーティング法により８０ｎｍ
の膜厚の発光層を形成した。この塗布基板に真空蒸着法によりＣａを２０ｎｍ、Ａｌを２
００ｎｍの膜厚で電極を形成させ、有機ＥＬ素子７を作製した。
【実施例８】
【０１２８】
　洗浄したＩＴＯ電極付きガラス板上に、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ（ポリ（３，４－エチレン
ジオキシ）－２，５－チオフェン／ポリスチレンスルホン酸）をスピンコート法で４０ｎ
ｍの膜厚に製膜し、表１記載の共重合体Ｐ－１９およびＩｒ（ｐｐｙ）３（３％）を１．
０ｗｔ％の濃度でジクロロエタンに溶解分散させ、スピンコーティング法により８０ｎｍ
の膜厚の発光層を形成した。この塗布基板に真空蒸着法によりＣａを２０ｎｍ、Ａｌを２
００ｎｍの膜厚で電極を形成させ、有機ＥＬ素子８を作製した。
【実施例９】
【０１２９】
　洗浄したＩＴＯ電極付きガラス板上に、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ（ポリ（３，４－エチレン
ジオキシ）－２，５－チオフェン／ポリスチレンスルホン酸）をスピンコート法で４０ｎ
ｍの膜厚に製膜し、製造例６で得られた共重合体Ｐ－２０およびＩｒ（ｐｐｙ）３（６％
）を１．０ｗｔ％の濃度でジクロロエタンに溶解分散させ、スピンコーティング法により
７０ｎｍの膜厚の発光層を形成した。この塗布基板に真空蒸着法によりＣａを２０ｎｍ、
Ａｌを２００ｎｍの膜厚で電極を形成させ、有機ＥＬ素子９を作製した。
【０１３０】
比較例１～４
　実施例２の共重合体Ｐ－１の代わりに、下記共重合体（１１）、または下記単一重合体
（１２）を発光層に使用したものを、素子１０、１１（比較例１および２）とした。また
、実施例３の共重合体Ｐ－１０の代わりに、共重合体（１１）または単一重合体（１２）
を発光層に使用したものを、素子１２、１３（比較例３および４）とした。なお、共重合
体（１１）および単一重合体（１２）については、前記特許文献３を参照されたい。
【０１３１】
共重合体（１１）：

【０１３２】
単一重合体（１２）：
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【０１３３】
実施例１～９および比較例１～４で得られた有機ＥＬ素子のＥＬ特性を、表２に示す。な
お、輝度および効率は、次の＜輝度の測定＞および＜効率の算出＞にしたがって測定、算
出された。
【０１３４】
＜輝度の測定＞
　ミノルタ社製の色彩輝度計（ＣＳ－１００Ａ）を用いて測定した。
【０１３５】
＜効率の算出＞
　効率の算出は、アドヴァンテック社製電源（Ｒ６２４３）を用いて、ＥＬ素子発光時の
電圧、電流値を測定し、公知の下記計算式により求めた。
　電流効率（ｃｄ／Ａ）＝輝度（ｃｄ／ｃｍ２）／電流密度（ｍＡ／ｃｍ２）×１０
　電力効率（ｌｍ／Ｗ）＝π×輝度（ｃｄ／ｃｍ２）×発光面積（ｍ２）／電圧（Ｖ）×
電流密度（ｍＡ／ｃｍ２）×１０
【０１３６】
【表２】
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【０１３７】
　表２の各特性の比較から、本発明の有機電界発光素子用材料を用いた電界発光素子（素
子２、素子３）は、従来公知の共重合体（１１）あるいは単一重合体（１２）を用いた電
界発光素子（素子１０、素子１１、素子１２、素子１３）に比べ、駆動電圧が低く、また
高効率発光であることが分かる。
【０１３８】
　本発明の有機電界発光素子は低駆動電圧化、発光効率、発光輝度の向上を達成するもの
であり、併せて、上記実施例は本発明で使用される発光材料、発光補助材料、正孔輸送材
料、電子輸送材料、増感剤、樹脂、電極材料等および素子作製方法を限定するものではな
い。
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